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Ⅰ 総合計画指標 

① 基本指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 健康・福祉分野 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

将来人口 市の総人口
60,864人

（H21.9月末）
61,150人

59,412人
（H27.9月末）

60,000人
H27目標値を

下回る

年少人口 15歳未満の人口
8,251人

（H21.9月末）
7,180人

7,312人
（H27.9月末）

6,648人
H27目標値を

上回る

生産年齢人口 15歳～64歳の人口
39,812人

（H21.9月末）
37,990人

35,379人
（H27.9月末）

34,663人
H27目標値を

下回る

老年人口 65歳以上の人口
12,801人

（H21.9月末）
15,980人

16,721人
（H27.9月末）

18,689人
H27目標値を

上回る

世帯数 市の総世帯数
25,724世帯
（H21.9月末）

26,410世帯
26,884世帯
（H27.9月末）

27,150世帯
H27目標値
上回る

合計特殊出生率
15歳から49歳までの女性
の年齢別出生率を合計した
数値

1.13
（H19）

1.16
1.09

（H26）
1.30

H27目標値を
下回る

※H26比較

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
中間年の目標値に対

する達成度等

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

がん検診受診者数

市民を対象として市が実施す
る胃がん(35歳以上)、子宮が
ん(20歳以上)、乳がん、大腸
がん、肺がん、前立腺がん(そ
れぞれ40歳以上)の年間検
診受診者数

9,384人
（H21）

11,200人
9,741人
（H26）

11,200人
未達成
87.0％

※H26比較

特定健康診査受診率
40歳以上74歳以下の 国保
加入者に対する特定健康診
査を受診した人数の割合

27.2％
（H21）

50％
(第2期特定健康

診査等実施計画
H27目標値)

35.7％
（H26）

特定健康診査等
実施計画で定め
る

未達成
71.4％

※H26比較

ボランティア団体数

ボランティア活動の普及・啓
発など社会福祉協議会の事
業に協力する社会福祉協議
会登録団体数

16団体
（H21）

17団体 15団体 18団体
未達成
88.2％

児童センター利用者
数

児童センターにおける児童及
び保護者の年間利用者数

24,281人
（H21）

40,000人
30,122人

（H26）
40,000人

未達成
75.3％

※H26比較

障がい者地域生活支
援施設利用者数

障がい者の地域での生活を支
援する居住の 場 である、 グ
ループホーム、ケアホーム、
福祉ホームの年間利用者数

86人
（H21）

100人
68人
（H26）

100人
未達成
68.0％

※H26比較

居宅サービ ス利用者
の出現率

介護保 険第1 号 被保 険者
（65歳以上）に対するホーム
ヘル プサービ スなど、 居宅
サービス利用者の割合

9.20％
（H21）

11.00％ 12.5％ 13.00％ 達成

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
中間年の目標値に対す

る達成度等
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③ 教育・文化分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

人が困っているとき
は、進んで助けたいと
思う児童生徒の割合
→人の役に立つ人間
になりたいと思う児童
生徒の割合

児童 (小学6年生)、生徒(中
学3年生)に対するアンケート
の結果

小77.5％
中74.9％
（Ｈ21）

小中
85％

小95.4％
中93.3％

現状数値
を維持

達成
国小93.1％
国中93.2％
道小93.7％
道中93.7％

家で学校の宿題をして
いる児童生徒の割合

児童(小学6年生)、生徒(中
学3年生)に対するアンケート
の結果

小88.0％
中86.9％
（H21）

小中
90％

小96.3％
中87.1％

現状数値
を維持

小学校で達成
国小95.0％
国中90.3％
道小96.8％
道中89.3％

運動・スポーツが好き
な児童生徒の割合

児童(小学5年生)、生徒(中
学2年生)に対するアンケート
の結果

小74.5％
中60.0％
（H21）

小85％
中80％

小95.0％
中88.9％

現状数値
を維持

達成
国小93.9％
国中89.6％
道小94.4％
道中90.6％

小中学校耐震化率

建築基準法の耐震基準の改
正があった昭和56年以前に
建設された耐震化の必要な
棟に対する耐震化実施率

55.70％
（H21）

100％ 100％ ― 達成

不登校児童生徒割合

文部科学省が実施している
「児童生徒の問題行動等生
徒指導上の諸問題に関する
調査」に基づき、不登校を理
由として30日以上の欠席をし
た児童生徒の全児童生徒に
対する割合

0.99％
（H21）

0.95％
0.59％
（H26）

現状数値
を維持

未達成
62.1％

※H26比較

生涯学習振興会設置
数

学びを通したコミュニティの活
性化、人づくりのため地域住
民が参画する生涯学習振興
会の設置数

3箇所（西の里・
大曲・西部）

（H21）
4箇所

4箇所（西の里・
大曲・西部・東

部）
5箇所 達成

旧島松駅逓所等入館
者数

旧島松駅逓所とエコミュージ
アムセンター知新の駅の年間
入館・利用者数
※H25までは郷土資料収蔵
室（東記念館）

3,149人
（H21）

6,000人

旧島松駅逓所
6,996人
知新の駅
7,124人

合計14,120人
（H26）

17,000人 達成

図書貸出数
市民１人あたりの年間図書貸
出冊数（図書館・地区図書
館）

8.94冊
（H21）

9.0冊
8.4冊
（H26）

9.0冊
未達成
93.3％

※H26比較

芸術文化ホール利用
者数

芸術文化ホール(ホール・楽
屋・ギャラリー・活動室・練習
室)の年間利用者数

98,812人
（H21）

110,000人
95,433人

（H26）
110,000人

未達成
86.8％

※H26比較

体育施設利用者数

総合体育館、各地区体育
館、プール、テニスコート、緑
葉公園野球場、自然の森
キャンプ場の年間利用者数

255,693人
（H21）

270,000人
280,472人

（H26）
290,000人

達成
※H26比較

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
中間年の目標値に対す

る達成度等

北広島市総合計画　|149



 

④ 環境・安全分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

温室効果ガス排出量 年間温室効果ガス排出量
548,500
t-CO2
（H17）

― ―
536,700
t-CO2

北海道の当面の目標
2020年において

1990年比△4.5％

収集ごみ量
市民１人１日あたりのごみの
排出量（市はH20年10月に家
庭ごみの有料化を開始）

544 g
（H21）

610ｇ
581ｇ
（H26）

現状数値
を維持

未達成
95.2％

※H26比較

ごみのリサイクル率
ごみ排出量のうちリサイクルさ
れた量の割合

22.10％
（H21）

27.00％
23.64％
（H26）

27.00％
未達成
87.5％

※H26比較

公園等里親制度参加
団体数

市民と市との合意に基づきボ
ランティアとして公園等の清
掃、美化を行う里親制度に参
加する団体数

25団体
（H21）

30団体 23団体 35団体
未達成
76.7％

公共施設耐震化率

建築基準法の耐震基準の改
正があった昭和56年以前に
建設された市所有の建築物
のうち、耐震改修が必要な施
設に対する耐震化を実施した
割合（対象は、非木造・200
㎡以上）

50.80％
（H21）

90％ 77.7％ 90％以上

未達成
国の目標

2015年において
90％以上

2020年において
95％以上

自主防災組織率
全世帯数に対する自主防災
組織が結成された地域の世
帯数の割合

27.20％
（H21）

45％ 70.9％ 70％ 達成

火災発生件数
人口１万人あたりの年間の
火災発生件数

4.9件
（H21）

2.5件 3.4件 2.0件 未達成

救命講習会受講者数
救命講習会の受講者数（累
計）

18,398人
（H21）

23,500人 17,600人 20,000人 未達成

交通事故件数
人口千人あたりの人身交通
事故発生件数

4.1件
（H21）

3.6件 2.7件
現状数値
を維持

達成

街路灯設置数
自治会等で整備や維持管理
している街路灯数

6,052灯
（H21）

6,280灯
6,018灯
（H26）

6,280灯
未達成
95.8％

※H26比較

自主防犯団体数

地域住民が自主的に防犯活
動を行っている青色回転灯
パトロール隊や見守り隊等
の団体数

32団体
（H21）

34団体 35団体 36団体 達成

中間年の目標値に対す
る達成度等

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
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⑤ 産業・労働分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 生活・都市基盤分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

認定農業者の経営総
面積

効率的で安定した農業経営を
めざす市内の全認定農業者
が経営する農地面積

1,213ha
（H21）

1,213ha
1,042ha
（H26）

1,213ha
未達成
85.9％

※H26比較

耕作放棄地面積

以前耕作地であった農地で、
過去1年間以上作物を作付け
せず、今後数年間の間に再び
耕作する意思のない農地の面
積

101ha
（H21）

70ha 70.95ha 40ha 未達成

製造品出荷額等
工業統計調査による金属製
品製造業など年間製造品出
荷額等

655億円
（H20）

687億円
848億円
（H26）

948億円
達成

※H26比較

商業販売額
商業統計調査による卸売業・
小売業の年間販売額

1,366億円
（Ｈ19）

1,800億円
1,882億円

（H26）
2,000億円

達成
※H26比較

観光入込客数

北海道観光入込客数調査に
よる市内の観光地(ゴルフ場、
ホテルなど)を訪れた年間観
光客数

80万人
（H21）

90万人
78.9万人
（H26）

100万人
未達成
87.7％

※H26比較

シルバー人材セン
ター会員数

シルバー人材センターに登
録している会員数

530人
（H21）

600人 504人 600人
未達成
84％

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
中間年の目標値に対す

る達成度等

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

市街化区域内の未利
用可住地面積

市街化区域内で住宅を建築
することができる空き地の面積

134ha
（H20）

125ha
直近の数値がH20
基準値、次回調査
はH30

116ha ー

市営住宅建替え率

市営住宅5団地（広島団地、
輪厚団地、西の里団地、共栄
第2団地、北の台団地）340
戸のうち、建替えの必要な
324戸に対する建替えの実施
率

52％
（H21）

85％ 75.3％ 100％ 未達成

市道改良整備率
市道の規格改良道路への整
備率

88.40％
（H21）

89.10％ 88.78％ 90.00％
未達成
99.6％

※Ｈ26比較

水道普及率
給水区域内人口に対する給
水人口の割合

98.50％
（H21）

98.50％
98.54％
（H26）

98.54％ 達成

配水管の耐震化率
配水管総延長に対する耐震
性に優れた管の延長の割合

15％
（H21）

24％
23.65％
（H26）

31％
未達成
98.5％

※H26比較

下水道普及率
行政区域内人口に対する処
理人口の割合

96.28％
（H21）

96.34％
96.75％
（H26）

96.75％ 達成

行政手続き電子申請
項目数

住民票交付申請などの行政
手続きのうち、電子申請や
届出によって利用できる項
目数

7項目
（H21）

10項目
0項目

（H26）
―  平成26年度終了

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
中間年の目標値に対す

る達成度等
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⑦ 行財政運営・地域分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標値 現状数値 目標値

平成27年 平成27年 平成32年

NPO法人認証団体数

特定非営利活動促進法の規
定に基づき認証された特定非
営利活動法人（NPO法人）
で、市内に事務所を有する団
体数

23団体
（H21）

25団体 30団体 30団体 達成

自治会等加入率
全世帯数に対する自治会等
に加入している世帯数の割
合

77％
（H21）

77％ 74.6％ 77％ 未達成

附属機関への女性登
用率

市の各種審議会等委員数に
対する女性委員の占める割
合

31.5％
（H21）

40％ 31.0％ 50％ 未達成

市税収納率

市民税、固定資産税、都市
計画税、軽自動車税、市た
ばこ税、入湯税の現年度分
の収納率

97.99％
（H21）

98.12％
99.06％
（H26）

現状数値
を維持

達成

市ホームページ閲覧
件数

市の公式ホームページ年間
閲覧件数

39万件
（H21）

42万件
49万2,288件

（H26）
54万件 達成

指標名 指標の説明
計画策定時

数値
中間年の目標値に対す

る達成度等
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Ⅱ 個別計画 
 

第１章 支えあい健やかに暮らせるまち 
 

■第１節 健康づくり・地域医療の充実. 
●北広島市特定健診等実施計画《保健福祉部》 
●北広島市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）《保健福祉部》 

●北広島市食育推進計画《保健福祉部》  ●北広島市健康づくり計画・健康きたひろ２１《保健福祉部》 
 

■第２節 地域福祉の推進 
●北広島市地域福祉計画《保健福祉部》 

 

■第３節 子育て支援の充実 
●北広島市次世代育成支援対策推進行動計画《保健福祉部》 
●北広島市子ども・子育て支援プラン《保健福祉部》 

●北広島市子どもの権利に関する推進計画《保健福祉部》 
 

■第４節 障がい福祉の充実 
●北広島市障がい支援計画《保健福祉部》 

 

■第５節 高齢者福祉・介護の充実 
●北広島市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画《保健福祉部》 

 

■第６節 社会保障制度の充実 

 

 

第２章 人と文化を育むまち 
 

■第１節 「生きる力」を育む学校教育の推進 
 

■第２節 信頼され、魅力ある学校づくりの推進 
 

■第３節 家庭・青少年健全育成の推進 
 

■第４節 社会教育の充実 
  

■第５節 歴史の継承と創造 
●北広島市エコミュージアム構想《教育委員会》 

  

■第６節 読書活動の充実 
●北広島市図書館資料充実プラン《教育委員会》  

●北広島市子どもの読書活動推進計画《教育委員会》 
  

■第７節 芸術文化の振興 
●北広島市芸術文化振興プラン《教育委員会》 

 

■第８節 スポーツ活動の推進 
  

■第９節 大学との連携 
 

■第１０節 交流の促進 
 

 

 

 

 

北
広
島
市
教
育
基
本
計
画
《
教
育
委
員
会
》 

第
1
節
〜
第
8
節
ま
で 
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第３章 美しい環境につつまれた安全なまち 
 

■第１節 環境の保全 
●北広島市環境基本計画《市民環境部》 
●北広島市地球温暖化対策推進計画《市民環境部》 

●北広島市役所事務事業地球温暖化対策実行計画《市民環境部》 
 

■第２節 廃棄物対策の推進 
●北広島市一般廃棄物基本計画《市民環境部》  ●ごみ処理広域化基本計画《市民環境部》 

 

■第３節 水と緑の空間の充実 
●北広島市緑の基本計画《企画財政部》 
●森林経営計画《建設部》  ●北広島市公園施設長寿命化計画《建設部》 

●北広島市森林整備計画《経済部》 
 

■第４節 防災体制の充実 
●北広島市地域防災計画《総務部》  ●北広島市国民保護計画《総務部》 

●避難行動要支援者避難支援プラン《総務部・保健福祉部》 

●東の里地区遊水地利活用計画《建設部》  ●北広島市耐震改修促進計画《建設部》 
 

■第５節 消防・救急体制の充実 
 

■第６節 交通安全の推進 
         ●北広島市交通安全計画《市民環境部》 

 

■第７節 防犯対策の推進 
●北広島市犯罪のない安全で安心なまちづくり推進計画《市民環境部》 

 

■第８節 消費生活の安定 
 

■第９節 平和と人権尊重社会の推進 

 

 

第４章 活気ある産業のまち 
 

■第１節 農業の振興 
●農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想《経済部》 

●北広島市農業振興地域整備計画《経済部》  ●北広島市酪農・肉用牛生産近代化計画《経済部》 

●北広島市農村滞在型余暇活動機能整備計画《経済部》  ●北広島市鳥獣被害防止計画《経済部》 
 

■第２節 工業の振興 
 

■第３節 商業の振興 
 

■第４節 企業誘致・創業支援 
  

■第５節 観光の振興 
●さっぽろ広域観光圏整備計画《経済部》  ●北広島市観光基本計画《経済部》 

  

■第６節 労働環境の整備 
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第５章 快適な生活環境のまち 
 

■第１節 市街地整備の推進. 
●北広島市まちづくり指針《企画財政部》  ●北広島市都市計画マスタープラン《企画財政部》 

●北広島団地活性化計画《企画財政部》  ★北広島市立地適正化計画《企画財政部》 
 

■第２節 居住環境の充実 
●北広島市公営住宅長寿命化計画《建設部》  ●北広島市住生活基本計画《建設部》 

 

■第３節 道路の整備 
●北広島市自転車利用環境整備基本計画《建設部》  ●北広島市橋梁長寿命化修繕計画《建設部》 

 

■第４節 交通の充実 
★北広島市地域公共交通網形成計画《企画財政部》  ●北広島市雪対策基本計画《建設部》 

 

■第５節 水道の整備 
●北広島市水道事業財政計画《水道部》  ●第５期拡張事業計画《水道部》 

●老朽管更新事業計画《水道部》  ●北広島市水道ビジョン《水道部》 
 

■第６節 下水道の整備 
         ●北広島市下水道事業財政計画《水道部》  ●北広島市公共下水道基本計画《水道部》 

●北広島市下水道中期ビジョン《水道部》  ●北広島市下水処理場施設長寿命化計画《水道部》 

●北広島市公共下水道事業計画《水道部》  ●北広島市下水道管路長寿命化計画《水道部》 
 

■第７節 都市景観の形成 
●北広島市都市景観形成基本計画《企画財政部》 

 

■第８節 情報化の推進 
●北広島市情報セキュリティ基本方針《総務部》 

 

■第９節 情報公開・広報広聴の充実 

 

 

第６章 にぎわい・活力のあるまち 
 

■第１節 地方創生の推進 
●北広島市総合戦略《企画財政部》  ●北広島市人口ビジョン《企画財政部》 

●シティセールス基本戦略プラン《企画財政部》  ●北広島市都市計画マスタープラン《企画財政部》 
 

■第２節 市民参加・協働の推進 
●公益活動団体との協働指針《企画財政部》 

 

■第３節 男女共同参画の推進 
●きたひろしま男女平等参画プラン《企画財政部》 

 

■第４節 行財政運営・行革の推進 
●北広島市行財政構造改革大綱・実行計画《企画財政部》  

★北広島市公共施設等総合管理計画《企画財政部》 

●北広島市職員人材育成基本計画《総務部》  ●北広島市定員適正化基本方針《総務部》 
  

■第５節 広域連携の推進 
●札幌ふるさと市町村圏計画《企画財政部》 
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Ⅲ 総合計画の変遷 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 西暦 基本計画 実施計画 年度

第１次５か年 Ｓ４５➠Ｓ４９

第２次３か年 Ｓ５０➠Ｓ５２

第３次３か年 Ｓ５３➠Ｓ５５

第１次４か年 Ｓ５６➠Ｓ５９

第２次３か年 Ｓ６０➠Ｓ６２

第３次３か年 Ｓ６３➠Ｈ２

第１次４か年 Ｈ３➠Ｈ６

第２次３か年 Ｈ７➠Ｈ９

第３次３か年 Ｈ１０➠Ｈ１２

第１次４か年 Ｈ１３➠Ｈ１６

第２次３か年 Ｈ１７➠Ｈ１９

第３次３か年 Ｈ２０➠Ｈ２２

基本構想 西暦 基本計画 実施計画 年度

平成２３年度
平成２４年度
平成２５年度

毎年度
ローリング
⇩
⇩

Ｈ２３➠Ｈ２５
Ｈ２４➠Ｈ２６
Ｈ２５➠Ｈ２７

⇩
⇩
⇩

広島町総合開発計画
決定 昭和４５年７月
昭和５５年計画人口 ５５，０００人

基本構想
議決 昭和４５年６月３０日　目標年次 平成２年
「自然と創造が調和した豊かな都市」

＜重点施策＞
①高生産性産業の開発
②交通・通信体系の確立
③生活環境施設の基礎的設備
④社会開発の整備

１９７０

１９８０

広島町新長期総合計画
決定 昭和５６年３月
人口フレーム ８０，０００人
平成２年計画人口 ５３，６００人

＜重点課題＞
①自然の保護活用、ゆとりの確保
②快適な生活環境を成熟
③都市近郊型農業、工業生産機能
④中枢管理機能を積極的に導入
⑤文化・スポーツ・レク機能の拡大

１９８１

１９９０

２０１１

２０２０

議決 平成２２年８月３１日　目標年次 平成３２年
平成３２年将来人口 ６１，５００人
まちづくりのテーマ
「自然と創造の調和した豊かな都市」
めざす都市像
「希望都市」「交流都市」「成長都市」

中間年度見直し
平成３２年将来目標人口 ６０，０００人

決定 平成２２年１２月
基本目標 ６　政策 ４４　施策 １２４
＜重点プロジェクト＞
①子育て支援・人づくりプロジェクト
②にぎわい・魅力づくりプロジェクト
③住みたくなる地域づくりプロジェクト

中間年度見直し
基本目標 ６　政策 ４５　施策 １３２

広島町２０００年基本構想
議決 平成２年９月１８日　目標年次 平成１２年
人口フレーム ９０，０００人
「自然と創造の調和した豊かな都市」
「心のふれあう確かな小都市」

＜基本課題＞
①文化の香り
②市制施行
③産業構造変化への弾力的対応
④福祉と健康
⑤快適な生活環境
⑥自然と緑を守り育てる

１９９１

２０００

広島町第３次長期総合計画
決定 平成２年１１月
平成１２年計画人口 ６６，０００人

　　　　　広島町　⇒　北広島市

北広島市総合計画
～きたひろしま２１創造プラン～
議決 平成１２年９月１１日　目標年次 平成２２年
人口フレーム ９０，０００人
平成２２年計画人口 ６７，０００人
まちづくりのテーマ
「自然と創造の調和した豊かな都市」
めざす都市像
「健康安心都市」「交流文化都市」
「活気発展都市」

２００１

２０１０

北広島市総合計画
～きたひろしま２１創造プラン～
決定 平成１２年１１月

＜重点プラン＞
①子育て支援プラン
②ともに支えあう地域プラン
③まちの顔づくりプラン
④共生の森プラン
⑤サイクリング・ネットワークプラン

●　北広島市総合計画（第５次）
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Ⅳ 市民参加の取組 
① 出前説明 

２団体へ出前説明を行いました。 

平成２０年（２００８年）８月１９日 商工会工業部会 １５人 

平成２２年（２０１０年）９月 ４日 大曲創樹会 ３２人 

② 市民意識調査 

平成２０年（２００８年）９月１日から９月２０日までの間、男女３，０００人を対象とした市民意識調査（アンケート）を行い、 

１，３９９件の回答がありました。 

平成２６年（２０１４年）９月１１日から９月３０日までの間、男女３，０００人を対象とした市民意識調査（アンケート）を行い、  

１，２７９件の回答がありました。（総合計画（第５次）中間年度見直し） 

③ 公益活動団体意識調査 

平成２０年（２００８年）９月１日から９月２０日までの間、市内で公益活動団体として活動する６９０団体を対象とした公益

活動団体意識調査（アンケート）を行い、４４４件の回答がありました。 

④ 市民アイデア・提言の募集 

平成２１年（２００９年）１月１５日から３月３１日までの間、応募はがきを印刷したパンフレットを市内の公共施設、高校、大

学、専門学校、大型商業施設で配布しました。２２の個人から８２件のアイデア・提言が寄せられました。 

⑤ 小中学生の作文・絵画の募集 

平成２１年（２００９年）７月２４日から８月３１日までの間、市内の小学生４・５・６年生と中学生を対象として、「未来のきた

ひろしま」をテーマに作文と絵画を募集しました。小学生の作文１９１点、絵画１４９点、中学生の作文２８４点、絵画１４点の

応募がありました。 

⑥ 市民説明会 

平成２１年（２００９年）１１月１１日から１１月１９日までにかけて市内５か所で、総合計画素案の説明会を行いました。合

計６０人の市民が参加しました。 

     ■北広島団地住民センター（１１日）  ■西の里会館（１２日）  ■輪厚農民研修センター（１３日） 

     ■中央会館（１８日）  ■ふれあい学習センター（１９日） 

⑦ 商工会との意見交換 

平成２１年（２００９年）１１月２５日に商工会で２２人の役員、会員と意見交換を行いました。 

⑧ 道都大学生との意見交換 

平成２２年（２０１０年）２月５日に道都大学で１０人の学生と意見交換を行いました。 

⑨パブリックコメント 

平成２２年（２０１０年）３月１日から３月３１日までの間、総合計画原案のパブリックコメントを行いました。７件の意見が寄

せられました。 

平成２８年（２０１６年）１月４日から２月２日までの間、総合計画中間年度見直し原案のパブリックコメントを行いました。６

件の意見が寄せられました。（総合計画（第５次）中間年度見直し） 

⑩総合計画フォーラム 

平成２２年（２０１０年）３月１１日に芸術文化ホールで講演と市民の方を交えたパネルディスカッションを行い１３４人の参

加がありました。 

⑪きたひろしま市民会議 

無作為抽出により市民１，０００人に参加依頼を送付し、３０人の参加者による市民会議を平成２７年（２０１５年）４月１８

日・１９日に行いました。（総合計画（第５次）中間年度見直し） 
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Ⅴ 長期総合計画審議会 

① 審議の経過 

平成２１年（２００９年）７月２４日から平成２２年（２０１０年）４月２８日までの間、公募委員５人を含む３０人の

委員により、のべ３１回の会議の後、答申をいただきました。 

 

平成２１年（２００９年） 

 

７月２４日 

 

８月２６日 

 

９月 ４日 

２４日 

１０月６日 

２０日 

２８日 

 

１１月１７日 

２７日 

１２月１６日 

第１回全体会議（委員の委嘱、諮問、市の現況と次期総合計画の説明） 

第１回環境・福祉部会／第１回教育・地域部会／第１回産業・都市部会 

第２回全体会議（次期総合計画の基本的な考え方、人口構成に関する説明） 

第２回環境・福祉部会／第２回教育・地域部会／第２回産業・都市部会 

第３回環境・福祉部会／第３回教育・地域部会／第３回産業・都市部会 

第４回環境・福祉部会／第４回教育・地域部会／第４回産業・都市部会 

第３全体会議（将来都市像の審議、総合計画素案の審議） 

第１回専門部会長会議（総合計画素案の審議） 

第４回全体会議（総合計画素案の審議） 

第５回環境・福祉部会／第５回教育・地域部会／第５回産業・都市部会 

第６回環境・福祉部会／第６回教育・地域部会／第６回産業・都市部会 

第７回環境・福祉部会／第７回教育・地域部会／第７回産業・都市部会 

第５回全体会議（重点プロジェクトの審議） 

 

 

平成２２年（２０１０年） 

 

１月１３日 

２０日 

２月 ３日 

４月２８日 

第２回専門部会長会議（総合計画原案の審議） 

第６回全体会議（総合計画原案の審議） 

第７回全体会議（総合計画原案の審議） 

第８回全体会議（答申） 
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② 委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名 所属団体等（委嘱時点） 所属部会

会 長 村 山 紀 昭 札幌国際大学長 教育地域

副 会 長 長 井 敏 行 北海道情報大学経営情報学部教授 ◎ 環境福祉

職 務 代 理 川 島 光 行 北広島市社会福祉協議会会長 環境福祉

委 員 麻 生 昌 裕 北広島市自治連合会副会長 産業都市

委 員 穴 田 廣 光 道央農業協同組合理事 産業都市

委 員 伊 藤 寛 道都大学美術部教授 ◎ 産業都市

委 員 宇田川 留美子 北広島美術協会事務局長 教育地域

委 員 内 手 進 北広島市防犯協会連合会会計監査 環境福祉

委 員 鵜 木 一 任 公募 教育地域

委 員 遠 藤 智 恵 子 北広島消費者協会会長 産業都市

委 員 大 川 壽 雄 北広島市自治連合会会長 環境福祉

委 員 大 木 克 夫 北広島市工業振興会会長 ○ 産業都市

委 員 大 谷 惠 一 北広島市歯科医師会会長 環境福祉

委 員 岡 喜 美江 北広島市体育協会副会長 教育地域

委 員 岡 本 若 子 北広島市ＰＴＡ連合会副会長 教育地域

委 員 桂 裕 章 公募 教育地域

委 員 菊 池 重 敏 北広島市自治連合会理事 教育地域

委 員 小 池 隆 史 北広島市商工会副会長 産業都市

委 員 斎 藤 洌 北広島市医師会副会長 環境福祉

委 員 三 瓶 徹 北広島市社会福祉施設協議会会長 ○ 環境福祉

委 員 杉 本 修 札幌学院大学経営学部教授 ◎ 教育地域

委 員 鈴 木 康 照 北広島市シルバー人材センター常務理事 産業都市

委 員 冨 田 忠 行 北広島市文化連盟会長 教育地域

委 員 根 岸 敏 子 エコ・パートナーシップ北広島運営委員 環境福祉

委 員 藤 野 伸 之 公募 産業都市

委 員 槇 武 弘 公募 環境福祉

委 員 森 國 聡 連合北海道北広島地区連合会長 産業都市

委 員 森 永 正 造 北広島市民生委員児童委員連絡協議会会長 環境福祉

委 員 吉 田 俊 一 公募 産業都市

委 員 吉 田 正 男 北広島市幼稚園協会 ○ 教育地域

※敬称略　※◎は部会長、○は職務代理
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③ 諮問書 

 

北広総計第１６号 

 

平成２１年７月２４日 

     北広島市長期総合計画審議会会長 様 

北広島市長 上 野 正 三 

 

新しい長期総合計画について（諮問） 

     

北広島市長期総合計画審議会条例第２条の規定に基づき、平成３２年度を目標年次とする新しい長期 

総合計画の策定について、貴審議会に諮問いたします。 

 

 

（企画財政部総合計画課） 

 

④ 答申書 

 

平成２２年４月２８日 

    北広島市長 上 野 正 三 様 

北広島市長期総合計画審議会 

会長 村 山 紀 昭 

 

新しい長期総合計画について（答申） 

 

平成２１年７月２４日に諮問のありました「新しい長期総合計画」について、本審議会では、これま 

で全体会議を８回、各専門部会（環境福祉部会・教育地域部会・産業都市部会）を７回、専門部会長会 

議を２回開催し、市民に分かりやすい計画、目標が確実に達成される計画という視点を中心として議論 

を重ねてまいりました。慎重に審議を行った結果、別添「北広島市総合計画（第５次）案」のとおり答 

申します。  

総合計画の決定にあたりましては、この答申及び審議会での各委員の意見等に十分配慮されるよう要 

望いたしますとともに、「まちづくりのテーマ」と「めざす都市像」を実現するために、重点プロジェ 

クトを軸として、総合計画を確実に推進されることを期待します。  

また、各種施策の推進におきましては、市役所内部の横断的な連携強化を図るとともに、市民との協 

働による実行や進行状況の点検などを進めていくようお願いします。  

 

【別添】北広島市総合計画（第５次）案 
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Ⅵ 総合計画推進委員会 
 

①  審議の経過 

   北広島市総合計画推進委員会は、市総合計画推進委員会設置条例に基づき平成２３年に設置され、総合計

画の策定、進行管理及び評価に関する事項についての調査と審議を行うものであり、第１回から第１３回の委員会

では、総合計画の３つの重点プロジェクトの検証を実施しました。第１４回からは、総合計画（第５次）の中間年度見

直しに向けた調査審議を実施しました。 

 

平成２６年（２０１４年） 

 

１２月１８日 第１４回総合計画推進委員会（市民意識調査の結果説明、きたひろしま市民会議の開催説明） 

 

 

平成２７年（２０１５年） 

 

３月２６日 

４月１８日 

１９日 

６月１９日 

７月 ９日 

１１月３０日 

第１５回総合計画推進委員会（きたひろしま市民会議の検討） 

きたひろしま市民会議の開催 

きたひろしま市民会議の開催 

第１６回総合計画推進委員会（総合計画（第５次）中間年度点検結果における課題の審議） 

第１７回総合計画推進委員会（総合計画（第５次）中間年度点検結果における課題の審議） 

第１８回総合計画推進委員会（総合計画（第５次）中間年度見直し原案の審議） 

 

 

平成２８年（２０１６年） 

 

２月２５日 第１９回総合計画推進委員会（総合計画（第５次）中間年度見直し原案の審議） 

 

 

② 委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名 所属団体等（委嘱時点）

委 員 長 鈴 木 聡 士 北海学園大学工学部教授

副委員長 天 羽 浩 公認会計士

委 員 桂 裕 章 公募

委 員 谷 本 雄 司 元公認会計士

委 員 武 者 加 苗 札幌大学経済学部准教授

※平成28年2月現在
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Ⅶ 市議会 
 

①総務常任委員会 

   平成２０年（２００８年） ６月２０日 総務常任委員会（策定方針について） 

   平成２０年（２００８年） ６月２６日 総務常任委員会（策定方針について） 

   平成２０年（２００８年）１２月１５日 総務常任委員会（市民・公益団体活動調査結果について） 

  ＜総合計画（第５次）中間年度見直し＞ 

   平成２７年（２０１５年）１０月 ９日 総務常任委員会（企画財政部見直し案について） 

   平成２７年（２０１５年）１２月１４日 総務常任委員会（総合計画（第５次）中間年度見直し原案について） 

   平成２８年（２０１６年） ３月１１日 総務常任委員会（総合計画（第５次）中間年度見直し原案について） 

 

②総合計画特別委員会 

   平成２１年（２００９年） ６月１１日 特別委員会の設置（８人）  第１回（骨子案について） 

   平成２１年（２００９年） ６月２２日 第２回（総合計画策定に係る意見交換） 

   平成２１年（２００９年）１０月 ９日 第３回（都市基盤整備について） 

   平成２１年（２００９年）１０月２９日 第４回（教育環境・小学校跡利用について） 

   平成２１年（２００９年）１１月２０日 第５回（農業振興・市民生活について） 

   平成２１年（２００９年）１１月３０日 第６回（行財政構造改革について） 

平成２２年（２０１０年） ２月 ４日 第７回（現実施計画との比較について） 

平成２２年（２０１０年） ３月２５日 第８回（総合計画（第５次）原案について） 

平成２２年（２０１０年） ４月１６日 第９回（人口推移、土地利用計画、市の役割について） 

平成２２年（２０１０年） ４月２２日 第１０回（市民の暮らし、５地区の発展について） 

平成２２年（２０１０年） ５月２４日 第１１回（地方分権、委員長報告のまとめについて） 

 

③平成２２年第２回定例会（６月４日） 

   議案第４号  「北広島市基本構想の策定について」提案 

 

④基本構想審査特別委員会 

   平成２２年（２０１０年） ６月 ４日 特別委員会の設置（議長を除く２３人）  第１回（正副委員長の選任） 

   平成２２年（２０１０年） ６月２５日 第２回（日程、審査方法の決定） 

   平成２２年（２０１０年） ８月１８日 第３回（基本構想の審査） 

平成２２年（２０１０年） ８月１９日 第４回（基本構想の審査） 

   平成２２年（２０１０年） ８月２７日 第５回（総括質疑、討論、採決） 

 

⑤平成２２年第３回定例会（８月３１日） 

   第２回定例会議案第４号  「北広島市基本構想の策定について」議決 
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Ⅷ 庁内 
①庁議 

   平成２０年（２００８年） ６月 ２日 策定方針の決定 

   平成２２年（２０１０年） ５月２６日 基本構想案・基本計画案の決定 

   平成２２年（２０１０年）１２月２１日 総合計画（第５次）の決定 

 

②長期総合計画策定会議 

   平成２０年（２００８年） ７月１６日 第１回（総合計画策定スケジュールについて） 

   平成２０年（２００８年） ８月 ８日 第２回（市民意識調査及び現総合計画の点検の実施について） 

   平成２１年（２００９年） １月 ５日 第３回（市民意識調査及び現総合計画の点検結果について） 

   平成２１年（２００９年） ５月２７日 第４回（次期総合計画骨子案の審議） 

   平成２１年（２００９年） ７月２８日 第５回（審議会、議会特別委員会の設置について） 

   平成２１年（２００９年）１０月２３日 第６回（総合計画素案の審議） 

   平成２１年（２００９年）１２月１７日 第７回（将来人口、重点プロジェクトの審議） 

   平成２２年（２０１０年） １月１５日 第８回（総合計画原案の審議） 

   平成２２年（２０１０年） ２月１２日 第９回（パブリックコメント案の審議） 

   平成２２年（２０１０年） ４月 ７日 第１０回（土地利用構想図案の審議） 

   平成２２年（２０１０年） ５月１９日 第１１回（基本構想案・基本計画案、パブリックコメント結果の審議） 

   平成２２年（２０１０年） ６月２４日 第１２回（基本構想審査特別委員会の設置について） 

   平成２２年（２０１０年）１１月１７日 第１３回（総合計画（第５次）案の審議） 

 

③各部検討プロジェクトチーム 

平成２０年（２００８年） ７月 ４日            各部検討プロジェクトチームの設置 

   平成２０年（２００８年） ８月１８日 ～  ９月１９日 現総合計画の点検 

   平成２１年（２００９年） １月 ５日 ～  ２月２０日 分野別計画案の作成 

   平成２１年（２００９年） ５月１８日 ～  ５月２９日 分野別計画案のヒアリング 

   平成２１年（２００９年） ７月２９日 ～  ８月１０日 分野別計画案の確認 

   平成２１年（２００９年）１０月１９日 ～ １０月２１日 総合計画素案の確認 

   平成２１年（２００９年）１０月２３日 ～ １０月２６日 総合計画素案の確認 

   平成２１年（２００９年）１２月２１日 ～  １月 ６日 総合計画素案の確認 

   平成２２年（２０１０年） ２月 ９日 ～  ２月１２日 総合計画素案の確認 

   平成２２年（２０１０年） ５月１９日 ～  ５月２５日 基本構想案・基本計画案の確認 

   平成２２年（２０１０年） ９月 ２日 ～  ９月３０日 総合計画（第５次）案の確認 

   平成２２年（２０１０年）１１月 ４日 ～ １１月 ８日 総合計画（第５次）案の確認 

   平成２２年（２０１０年）１１月１７日 ～ １１月２６日 総合計画（第５次）案の確認 

   

④計画策定の基礎調査 

   平成２０年６月２０日から社団法人北海道未来総合研究所に委託して次期総合計画策定の基礎資料となる 

データ、現総合計画の点検、将来推計人口、将来産業構造推計などについて調査しました。 

平成２６年７月１日から株式会社北海道二十一世紀総合研究所に委託して総合計画（第５次）中間年度見直し

の基礎資料となるデータ、将来推計人口、将来産業構造推計などについて調査しました。 
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⑤総合計画庁内推進会議 

   平成２７年（２０１５年） １月２９日 総合計画（第５次）中間年度見直し方針及び中間年度点検要領の審議 

   平成２７年（２０１５年） ７月３１日 総合計画（第５次）中間年度に係る企画財政部見直し案の審議 

   平成２７年（２０１５年）１２月１８日 総合計画（第５次）中間年度見直し原案の審議 

   平成２８年（２０１６年） ３月２２日 総合計画（第５次）改定版の決定 
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Ⅸ 関係規定等 
 

①北広島市長期総合計画審議会条例      （昭和５４年３月１６日 条例第１号） 

(設置) 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１３８条の４第３項の規定に基づき、北広島市長期総合計画審議会

(以下「審議会」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、市の長期総合計画に関し必要な事項について審議する。 

(組織) 

第３条 審議会は、委員３０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから、必要のつど、市長が委嘱する。 

３ 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

(会長及び副会長) 

第４条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 会長、副会長ともに事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理する。 

(会議) 

第５条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

第６条 審議会は、会議において必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

(専門部会) 

第７条 審議会は、専門的な事項を審議するため必要があるときは、専門部会(以下「部会」という。)を置くことができ

る。２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は、部会委員の互選によってこれを定める。 

４ 部会長は、部務を掌理し、部会における審議の経過及び結果を審議会の会議に報告しなければならない。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから、あらかじめ部会長が指名した者がその職務を代理す

る。 

６ 前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が会長の同意を得て定める。 

(委任) 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和６２年条例第１９号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１１年条例第３号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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② 北広島市長期総合計画策定会議規程      （昭和５５年２月１４日 訓令第２号） 

(設置) 

第１条 市の長期総合計画(以下「総合計画」という。)について、計画案の策定及び調整等に関し、その円滑な推進

を図るため、北広島市長期総合計画策定会議(以下「策定会議」という。)を設置する。 

(所掌事項) 

第２条 策定会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 総合計画基本方針案の策定に関すること。 

(２) 総合計画原案の策定に関すること。 

(組織) 

第３条 策定会議は、委員長及び委員９人で組織する。 

２ 委員長は、副市長をもって充てる。 

３ 委員は、職員のうちから市長が任命する。 

(委員長) 

第４条 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理す

る。 

(会議) 

第５条 策定会議は、必要のつど、委員長が招集する。 

(関係職員の出席) 

第６条 策定会議において、事案検討のため必要があるときは、委員長は、その事案に関係のある職員に対し、策

定会議に出席を求めることができる。 

(幹事及び計画主任) 

第７条 策定会議に幹事及び計画主任を置き、職員のうちから市長が任命する。 

２ 幹事及び計画主任は、策定会議の事案に係る調査、検討、資料収集その他の事務に従事する。 

(委任) 

第８条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この訓令は、昭和５５年２月１５日から施行する。 

附 則(昭和５５年訓令第１６号) 

この訓令は、昭和５５年４月１日から施行する。 

附 則(昭和６２年訓令第２０号) 

この訓令は、昭和６２年１０月１日から施行する。 

附 則(平成１７年訓令第１４号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１９年訓令第３号) 

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則(平成２０年訓令第１１号) 

この訓令は、平成２０年６月６日から施行する。 

附 則(平成２２年訓令第３号) 

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 
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③ 北広島市総合計画推進委員会設置条例    （昭和５４年３月１６日 条例第１号） 

(設置) 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１３８条の４第３項の規定に基づき、北広島市総合計画推進委員会

(以下「委員会」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について調査審議する。 

(１) 総合計画の策定、進行管理及び評価に関する事項 

(２) その他市長が必要と認める事項 

(組織) 

第３条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 公募に応募した者(市内に住所を有する者に限る。) 

(３) その他市長が必要と認める者 

４ 臨時委員は、学識経験者その他市長が必要と認める者のうちから市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は、3 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 

(議事) 

第５条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員会の会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、可否同数のとき

は議長の決するところによる。 

５ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見を聴くことができ

る。 

(委任) 

第６条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和６２年条例第１９号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１１年条例第３号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成２４年条例第４号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成２４年５月１日から施行する。 

(北広島市外部評価委員会設置条例の廃止) 

２ 北広島市外部評価委員会設置条例(平成２１年北広島市条例第１９号)は、廃止する。 
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④ 北広島市総合計画庁内推進会議規程    （昭和５５年２月１４日 訓令第１号） 

(設置) 

第１条 市の総合計画について、計画案の策定及び調整等に関し、その円滑な推進を図るため、北広島市総合計

画庁内推進会議(以下「推進会議」という。)を設置する。 

(所掌事項) 

第２条 推進会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 総合計画策定方針案の策定に関すること。 

(２) 総合計画案の策定に関すること。 

(３) 推進計画案の策定に関すること。 

(４) 政策評価、補助金等に関すること。 

(組織) 

第３条 推進会議は、委員長及び委員で組織する。 

２ 委員長は、副市長をもって充てる。 

３ 委員は、職員のうちから市長が任命する。 

(委員長) 

第４条 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理す

る。 

(会議) 

第５条 推進会議は、必要の都度、委員長が招集する。 

(関係職員の出席) 

第６条 推進会議において、事案検討のため必要があるときは、委員長は、その事案に関係のある職員に対し、推

進会議に出席を求めることができる。 

(委任) 

第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この訓令は、昭和５５年２月１５日から施行する。 

附 則(昭和５５年訓令第１６号) 

この訓令は、昭和５５年４月１日から施行する。 

附 則(昭和６２年訓令第２０号) 

この訓令は、昭和６２年１０月１日から施行する。 

附 則(平成１７年訓令第１４号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１９年訓令第３号) 

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則(平成２０年訓令第１１号) 

この訓令は、平成２０年６月６日から施行する。 

附 則(平成２２年訓令第３号) 

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則(平成２３年訓令第１１号) 

この訓令は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則(平成２４年訓令第２号) 

(施行期日) 

１ この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。 

(北広島市内部評価委員会設置規程の廃止) 

２ 北広島市内部評価委員会設置規程(平成２０年北広島市訓令第３号)は、廃止する。 
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Ⅹ 用語解説 
 

ＩＣＴ ・・・Ｐ３３・５４・５５ 

情報（information）や通信（communication）に関する 

技術（Technology）の総称。 

 

アダプテッド・スポーツ・・・Ｐ６８ 

ルールや用具を障がいの種類や程度に適合(adapt)  

することによって、障がいのある人はもちろんのこと、 

幼児から高齢者、体力の低い人であっても参加する 

ことができるスポーツのこと。 

 

インクルーシブ教育・・・Ｐ５４ 

障がいのある子どもを含むすべての子どもに対して、 

子ども一人一人の教育的ニーズにあった適切な教育 

的支援を行う教育。 

 

ＳＯＳネットワーク・・・Ｐ４９ 

認知症等で外出したまま自宅に戻れなくなるなど行 

方不明になった場合、一刻も早く無事に発見・保護す 

るため、地域の関係機関の協力や情報伝達を図る 

連絡体制。 

 

ＮＰＯ・・・Ｐ４２・４３・４９・７０・７７・１３２・１３３ 

英語の Non-Profit Organization の略。営利を目的とし 

ない民間組織。 

 

 

 

きたひろ夢ノート・・・Ｐ５５ 

小学校4 年生から中学校3 年生までの全児童生徒が、 

自分の成長を記録し、歩みを振り返り、成長を確かめな 

がら自己有用感を高め、さまざまなことに挑戦する人を 

育てることをめざし活用するノート。 

 

救急救命士・・・Ｐ８４・８５ 

厚生労働大臣の免許を受けて、救急車等が現場から病院

に到着するまでの間、医師の指示の下に、救急救命措置

を行う者。 

 

グリーン購入・・・Ｐ７７ 

商品やサービスを購入する際に、価格、機能、品質等だけ

でなく、環境を考慮して、環境に与える影響のできるだけ少

ないものを選んで優先的に購入すること。 

 

グリーンツーリズム・・・Ｐ３５・９６・９７・１０４・１４４ 

農山漁村地域などにおいて、農林漁業体験や地域の自然

や文化にふれ、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。  

 

 

 

 

 

公企業会計 ・・・Ｐ１２１ 

地方公共団体の経営する公益的事業（水道事業等）の会

計で、企業会計原則に基づき独立採算方式で行われるも

の。 

 

合計特殊出生率 ・・・Ｐ１４・１３０ 

1 人の女性が一生の間に平均何人の子どもを産むかを示

す指標で、15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生数を

合計した数値。 

 

交通結節機能 ・・・Ｐ７３ 

自転車、自動車、バス、鉄道など異なる交通手段を相互に

連結させることによる、乗り換え機能や拠点形成機能など。 

 

コミュニティ ・・・Ｐ３６・３７・６１・８１・１１１・１３２ 

地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって生活を営

む地域または集団など。 

 

コミュニティ・スクール ・・・Ｐ５７ 

学校教育委員会が制定する規則に基づいて指定され、

「学校運営協議会」を設置した学校は「コミュニティ・スクー

ル」と呼ばれる。 

 

コミュニティビジネス ・・・Ｐ３５・４９・１０３ 

地域の課題を地域住民が主体的に、ビジネス的な手法を

用いて解決しようとする取組。 

 

コンパクトシティ ・・・Ｐ１１０ 

徒歩で移動できる範囲を生活圏としてとらえることで、健康

的で住みやすいまちづくりをめざそうとする考え方。 

 

コンベンション ・・・Ｐ３５・１０４・１０５ 

多くの人が集まる大会や会議、展示会など。 

 

 

 

ジェネリック医薬品 ・・・Ｐ４１ 

新薬の特許が切れた後、新薬の開発元とは異なる製薬会

社によって製造・販売される、有効成分が同じ医薬品。 

 

シティセールス ・・・Ｐ３４・１２７・１３０・１３１ 

都市の魅力や個性を発掘・育成し、発信することにより、 

都市のイメージやブランド力を向上する取組。 

 

児童館 ・・・Ｐ３３・４４・４５ 

児童の遊びを通じて健康の増進や親子活動などにより情

操を豊かにすることを目的とした児童厚生施設。 

 

 

 

あ行 

か行 

さ行 
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社会保障と税の一体改革 ・・・Ｐ６ 

税制と社会保障制度を一体化し、社会経済の改革案とし

て検討すること。 

 

スローライフ ・・・Ｐ１５ 

スピードや効率を重視した現代社会とは対照的に、ゆったり

とマイペースで人生を楽しもうという生活様式。 

 

生活習慣病 ・・・Ｐ４０・４１ 

成人期後期から老年期にかけてり患率、死亡率が高くなる

慢性疾患(糖尿病、高血圧など)の総称。 

 

成年後見制度 ・・・Ｐ４９ 

知的障がい者・精神障がい者・認知症の高齢者など，判断

能力が十分でなく，自分自身の権利を守ることができない

成人の財産管理などを支援する制度。 

 

セールスサイト ・・・Ｐ１２７ 

観光や物産、イベントなどの地域情報を発信して、まちをＰ

Ｒするためのホームページ。 

 

セキュリティポリシー ・・・Ｐ１２６・１２７ 

情報システムや紙媒体等における情報の保護において、

統一的な判断基準を定めたもの。 

 

 

 

ダイオキシン類 ・・・Ｐ７６ 

燃焼や化学物質製造の過程などで生成されるポリ塩化ジ

ベンゾ・パラ・ジオキシン(PCDD)、ポリ塩化ジベンゾフラン

(PCDF)、コプラナーポリ塩化ビフェニル(コプラナーPCB)の

総称。 

 

地域コミュニティ ・・・Ｐ１４・３７・７６・１３２・１３３ 

地域におけるさまざまな共同体のことで、町内会や自治会、

一定のテーマや目的を持った集まりや団体など。 

 

地域包括ケアシステム ・・・Ｐ４９ 

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域で

暮らし続けられるように、「医療・介護・介護予防・生活支

援・住まい」の５つのサービスを、一体的に受けられる支援

体制のこと。 

 

地域包括支援センター ・・・Ｐ４８ 

地域の高齢者に対する地域支援の相談、高齢者の権利擁

護、介護予防ケアマネジメントなどを総合的に行う機関。 

 

地方創生 ・・・Ｐ６・２１・１３０ 

地方の人口減少に歯止めをかけ、首都圏への人口集中を

是正し、地方の自律的な活性化を促すための取組。 

 

 

低炭素社会 ・・・Ｐ７６ 

二酸化炭素などの温室効果ガスの排出が少ない社会。 

 

低・未利用地 ・・・Ｐ２０・２３ 

適正な利用が図られるべき土地であるにもかかわらず、長

期間にわたり利用されていない「未利用地」と、周辺地域の

利用状況に比べて利用の程度（利用頻度、整備水準、管

理状況など）が低い「低利用地」の総称。 

 

出前講座 ・・・Ｐ８３・１２６・１２７ 

北広島市の仕事に関する講座メニューについて、担当職

員が市民の集まりに出向いて説明をする講座。 

 

出前トーク ・・・Ｐ１２６・１２７ 

北広島市長が市民の集まりに出向き、市政に関するテー

マについて意見交換する事業。 

 

特定空き家 ・・・Ｐ１１３ 

そのまま放置すると著しく保安上危険または衛生上有害と

なるおそれのある状態、適切に管理されていないため景

観を損なっている状態にある空き家。 

 

特定外来生物 ・・・Ｐ７６・７７ 

外来生物のうち、特に人間の健康や在来種の生態系など

に害を及ぼす、またはその可能性があるとされる生物のこ

と。 

 

都市計画マスタープラン ・・・Ｐ１１１・１１４・１３１ 

市町村が、市民の意見を反映しながら、都市づくりの将来

ビジョンをたて、地域ごとの市街地整備の方針や諸施設の

配置方針などをきめ細かく定める計画。 

 

 

 

ノーマライゼーション ・・・Ｐ４６・１４５ 

障がいの有無にかかわらず、すべての人が地域社会の中

で生活をともにするのが正常なことであり、本来の望ましい

姿であるとする考え方。それに向けた運動や施策なども含

む。 

 

 

 

パーソントリップ調査 ・・・Ｐ１１４ 

どのような人が、いつ、どこからどこへ、どんな目的で、どん

な交通手段で移動しているかを把握することを目的とした

調査。 

 

ＰＭ２．５ ・・・Ｐ７６ 

大気中に浮遊する粒子状物質のうち、粒子の直径が2.5マ

イクロメートル以下の物質の総称。 

た行 

な行 

は行 
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放課後子供教室 ・・・Ｐ５９ 

学校の余裕教室などを活用し、地域住民の方の協力を得

て、児童が放課後に学習や体育活動などを行う教室。 

 

 

 

マイナンバー制度 ・・・Ｐ１２４・１２５ 

国民一人ひとりに番号を割り振り、社会保障や税に関する

情報を一元管理する制度。 

 

無線ＬＡＮ（Ｗｉ‐Ｆｉ） ・・・Ｐ１２４・１２５ 

インターネットに接続できるシステムのこと。Ｗｉ‐Ｆｉは無線

LAN の認定規格の一つ。 

 

マネジメント・サイクル ・・・Ｐ５６・５７ 

目標を達成するために計画をたて、実行し、評価して改善

していく一連の管理体制。 

 

 

 

ユニバーサルデザイン ・・・Ｐ１１２・１１３ 

年齢、性別、身体的能力、言語などの違いにかかわらず、

すべての人にとって安全・安心で利用しやすいように建物

や製品、サービスなどを計画、設計する考え方。 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランス ・・・Ｐ１５・１３０・１３１・１３５ 

仕事（ワーク）と私生活（ライフ）の調和を図り、老若男女だ

れもが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など

さまざまな活動について、自ら希望するバランスで展開で

きる状態。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま行 

や行 

わ行 
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北 広 島 市 民 憲 章 
昭和５９年４月１日制定 

 

 

わたしたちは、「青年よ大志をいだけ」のこころを受けつぐ北広島市の市民です。 

 

わたしたちのまちは、広島県人らによって築かれ、北海道の寒地稲作をうみだした、 

誇りある伝統をもつまちです。 

 

わたしたちは、いま歴史への新しい歩みを進めようとしているこのまちと、 

自分のくらしをしっかりみつめ、自分に何ができるかを問いかけながらこの憲章を実践します。 

 

 

 

 

まもろう 歴史がはぐくむ豊かな風土    つなごう 心のかようたしかなきずな 

１ 豊かな緑を守り、自然を愛するやさしい心を育てたい。       １ あたたかいことばをかけ合い、ふれあいの輪をひろげたい。 

２ 自然との交流のなかで、スポーツやレジャーを楽しみ、       ２ 思いやりの心をもって、ボランティア活動をひろめたい。 

  生活にゆとりをもたせたい。                   ３ 地域の活動に関心をもち、進んで参加して交流を深めたい。 

３ 市の木・市の花を愛し、やすらぎのある環境をつくりたい。 

 

 

 

のばそう 未来をつくるたくましい力     きずこう 個性あふれる北の文化 

１ 伝統を受けつぎ、汗する活動を通して創造と夢と力を育てたい。   １ 人とまちと自然のとけあった、幅の広い文化環境をつくりたい。 

２ 未来に目を開いて、自らを発展させていく英知と勇気をもちたい。  ２ 趣味や余暇を大事にし、進んで体験する心を育てたい。 

３ 幼いいのちと若い力の健やかな成長を助けるために、        ３ 北国の四季に親しみ、風土に根ざした文化を育てたい。 

おとなの連携を進めたい。 

 

 

 前 章 

 
第１章 

 
第３章 

 
第２章 

 
第４章 
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市の花・市の木 
 

 

 

 

 
 
 
 
 

平和都市宣言 
昭和６３年４月１日宣言 

人類にとって、有史いらい今日ほど恒久の平和を求める声が広がりをみせ 

ている時代はありません。原爆の脅威を目のあたりにした日本国民が、広く世 

界に向けて平和の尊さを訴えていくことは極めて意義深いものがあります。 

今日、平和を論ずるうえで核兵器の廃絶と大量殺りく兵器の禁止は国際的 

な重要課題であり、国内では非核三原則の遵守と共に戦争否定の理念が広 

く定着してきております。 

一方、広範な緑の破壊にも起因する飢餓や病気が数多くの幼い生命を奪っ 

ている惨状も人道上の大きな命題となっております。 

こうした現状を直視するとき、北広島市は憲法の精神に基づく恒久平和の実 

現を願う市民の意思をここに表明し、平和都市を宣言します。 

 

 

姉妹都市・東広島市 
 

                            東広島市は、広島県のほぼ中央に位置し、豊かな自然と古い歴史・文化に育ま 

れ、灘、伏見とならぶ全国的な銘醸地です。 

                            また、平成１７年（２００５年）２月７日に、黒瀬町、福富町、豊栄町、河内町及び 

                           安芸津町と合併し、新たな東広島市の将来都市像を「未来にはばたく国際学術研 

                           究都市」と定め、広島県中央地域の中核都市として発展しています。 

北広島市とのかかわりは、明治１７年（１８８４年）に現在の東広島市出身者を含 

                           む広島県の人々が現在の北広島市に入植し、飢えと寒さに耐えながら、血のにじむ 

ような努力を重ね田畑を切り開いた広島県人のフロンティア精神に端を発していま 

す。この人々の命がけの苦労が今の北広島市発展の原点といえます。 

                             昭和５５年（１９８０年）７月１９日姉妹都市締結以来、小・中学生を親善のため交 

互に派遣するなど、教育、文化、産業などさまざまな分野で交流を深めています。 

つ
つ
じ 

か
え
で 
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